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 「ＳＣ合成地中連続壁工法」は,Ｈ形鋼のフランジ内面に突起を設けてコンクリートと一体化したＳＣ合
成構造による新しい連壁工法である.都市部での厳しい用地条件下での大規模地下空間建設に対応した工法
で,従来のＲＣ連壁に比べて薄い壁厚で高耐力・高剛性とすることが可能である.壁厚削減により地下壁自
体のコストダウンと用地費削減が図られると共に,鉄筋籠製作が不要で作業ヤードの問題も解消可能である.   
本論文では,工法の概要,構造性能実験（付着,正負交番曲げ）および施工実証実験の結果,合成壁の設計法
等について報告する. 
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１．はじめに 
 
 都市部の地下においては地下鉄,道路トンネルなど

の都市基盤施設が輻輳し,新たに計画される地下施設

は大深度化する傾向にある.また,地上の用地確保も

年々厳しくなっていることから,経済的でかつ省スペ

ース化が可能な地下空間構築技術が求められている. 

 地中連続壁工法は大深度でも高精度な掘削が可能

であり,構造性能に優れた信頼性の高い地下壁構築工

法として豊富な実積を有している.しかし,従来のＲ

Ｃ連壁では地下構造物の大深度化・大規模化に伴っ

て厚壁化,過密配筋化の傾向にあり,建設用地の問題

や施工性の面での問題が生じている.さらに,都市部

では鉄筋籠製作等に必要な作業ヤードの確保も難し

い場合が多い. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 ＳＣ合成地中連続壁工法 

「ＳＣ合成地中連続壁工法」（以下、ＳＣ合成連

壁とする）は,このような問題を解決するために開発

したもので,薄い壁厚で高耐力・高剛性とすることが

可能である.写真-1 に示すように，フランジ内面に

突起を設けた合成構造用の特殊Ｈ形鋼（以下、内リ

ブＨ形鋼とする）を用いてコンクリートと一体化さ

せたＳＣ合成構造の壁体としており,都市部での厳し

い用地条件下での大規模掘削に対応した経済的な連

壁工法である. 
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写真-1 内リブＨ形鋼 

 

 

２．工法の概要 

  

(1) 壁厚削減によるコストダウンの実現 

 図-2に示すように，壁厚 900mm のＳＣ合成連壁 

は壁厚1400～1500mmのＲＣ連壁と同等の抵抗モーメ

ントを発揮することが可能で，剛性でも壁厚1100mm

－287－



 

 

 壁厚削減の程度 

る場合は大幅な壁厚削減が可

構築費としても20～30%程度のコ

ある．また、近接施工等で仮土

厳しく地下壁が剛性で決まる場

削減でほぼ同程度のコストであ

薄くなることにより用地費

が削減されるな 空間建設にお

てはメリットが大きい． 

 

不要な上、鉄骨1本ず

の建込みも可能であるため，鉄筋籠製作等に必要

フ

． 

その

で実際に圧延したＨ形鋼を用いた押し抜き実験を

施し，コンクリートとの付着性能評価を行った． 

1) 最適突起形状の選定 

ルからの圧力のみで転圧するため，突起寸法につ

を検討することとした．  

のＲＣ連壁と同等とできる．また，ＳＣ構造として

高い靱性を有しており，耐震性能が要求される本体

構造としても適用できる． 

図-2

 

地下壁が耐力で決ま

能であり、地下壁

ストダウンが可能で

留め壁の変位制限が

合は20cm程度の壁厚

るが，それ以外に壁厚が

ど，特に都市部の地下

い

(2) 内面リブによるコンクリートとの一体化 

 フランジ内面に突起を設けることによりウェブ反

力による拘束効果が発揮され，最大強度以降も粘り

のある付着性状を示す．また，付着特性は突起がコ

ンクリートに引っかかる支圧型であるため，泥水中

のコンクリート打設でも十分な耐力が得られる． 

一体化のための補強鉄筋が

つ

な作業ヤードの問題が解消される． 

 

 (3) 圧延成形による突起加工 

 内リブＨ形鋼の突起の形成は圧延方式によるもの

であり，図-3に示すように水平ロールのコーナー部

から側面に溝を加工しておき，これを圧延でＨ形鋼

ランジ内面に転写する．この方式により，ビルト

アップ等の方法により合成構造用鋼材を製造する場

合に比べてコストダウンが可能となる

 

 

３．付着性能 
 
 本工法のような合成構造壁においては，コンクリ 

ートと鋼材の一体化がもっとも大きな問題となる．

内リブＨ形鋼の付着特性に関しては，まずフランジ

内面に形成する最適な突起形状の検討を行い，

上

実

 

(

 本工法においては，先に述べたようにコストダウ

ンの観点からＨ形鋼のロール成形時に突起を形成さ

せることとし，Ｈロールの側面に加工した溝を，鋼

材を送り出しながら転写させるようにした．よって，

図-4に示すように一度成形された突起が，つぶされ

ないように三日月状とする必要が有る．また，Vロ

ー

いては以下の条件で最適化

 平均突起高さ：3mm以下 

 突起長さ  ：50mm以下 

 突起幅   ：12.5mm以上 

  突起ピッチ ：50mm以上 

 

図-4 フランジ内面突起の成形方法 

 側面図 断面図 
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図-5 突起諸元の定義 

 

図-3 フランジ内面突起付 H形鋼の成形方法 
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ここで突起高さと長さは，大きいほど支圧面積が

増え付着性状が向上すると想定される．よって，そ

れぞれ最大の3mm,50mmを最適形状とした．突起幅は，

大きいとコンクリートの一面せん断面積が減少し，

また12.5mmであれば鋼材のせん断破壊は考え難いた

め，最小値の12.5mmとした． 

突起ピッチについては，大きい場合には部材長さ

当たりの支圧面積が減少するものの，コンクリート

の一面せん断面積は増加する．小さい場合はその逆

となることから ,150mmと変化

さ

かを，非線形２次元

FE

 

 

法においては，ウェ

反力による拘束がある状態での付着性状が問題と

鋼断面とした．また，地中

したとき，Ｈ形鋼の弱軸方向（連壁延

 

連続壁部材と等価にした．なお，この拘束治具は

着力によって生じる変形を拘束するためのもので

るため，有意な初期緊張は与えていない． 

なお，コンクリート打設に際しては，実際の地下

体構築が泥水中でのコンクリート打設となり，鋼

表面とコンクリートとの付着性が低下する可能性

考慮し，鋼材表面に予め剥離材を塗布した． 

実験結果 

Ｈ形鋼フランジ内面突起の付着特性 

図-7に示す 付着応力度

に低

下

ン

を上滑りしたような形跡はなく概ねせ

壊）してお

り

 

 

，突起ピッチを50,100

せた付着実験を行った．その結果，最大付着力は

突起ピッチが大きいものほど大きく，付着剛性につ

いては突起ピッチが小さいものほど大きいことがわ

かった． 

さらに，想定している合成構造部材として，どの

ような付着特性が最適であるの

M解析により検討した．実験で得られた付着応力

度―すべり変位関係をもとに部材のせん断スパン比

を変えた解析を行った結果，付着剛性の大きなケー

スが最も完全付着に近くなったことから，突起ピッ

チは50mmとすることとした． 

 

(2) 押し抜き付着実験 

a)実験方法

載荷方法は変位制御による押し抜き単調載荷とし

た．載荷の模式図を図-6に示す．内リブＨ形鋼のフ

ランジおよびウェブの下端50mmを予め箱抜きにして

コンクリートがＨ形鋼の内面とのみ接するように製

作した試験体により，Ｈ形鋼上端の載荷に伴う鋼材

とコンクリートとの相対ずれ量を計測して，付着特

性を評価することとした．本工

ブ

なるため，試験体はＨ形

連続壁部材と

長方向）にはコンクリートのひずみが生じないため，

当該方向は治具により変形を拘束し，境界条件を地 
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を

b)

①

ように内リブＨ形鋼の最大

は4.4～4.8 N/mm2と突起無しの場合と比較して20倍

以上の高い値を示した．さらに，最大値以降もウェ

ブ反力による拘束効果のため、付着力が脆性的

することはなかった．また，同様の実験条件にあ

るCASE-1およびCASE-2の付着特性は良く一致してお

り，良好な再現性があることが確認できた．載荷終

了後の破壊面の状況を確認したところ、突起がコ

クリート面上

ん断破壊（突起先端部付近で一部局部圧

、突起とコンクリートとは良く噛み合い一体化し

ていた。 

 

②突起に対する加力方向の影響 

三日月状の突起に対する載荷方向を変えたCASE-2

とCASE-3の比較においても有意な差はなく，突起の

向きによる付着特性の違いはないといえる。 

 

表-1 試験体条件および実験結果概要 

 

 

 

 

 

図-6 押し抜き付着実験要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 付着応力度―変位関係（突起の有無，方向） 
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コンクリート強度の影響 

図-8よりコンクリート圧縮強度によらず

度－すべり変位関係の曲線形状は同様であり，付

性状に大きな差がないことがわかる．付着強度は

ンクリート圧縮強度の増加とともに増加し，図-9

示すように，コンクリート圧縮強度σcと最大付

応力度τmaxの関係は1次式（τmax=0.0848σc＋

526）により，よく近似できることが示された． 

 

 

内リブＨ形鋼が優れた付着性能を有することが判

したことから，実大サイズの梁曲げによる正負交

繰り返し載荷実験を行い，鋼・コンクリート合成

材として挙動することを確認した．  

(1) 実

載荷方法は図-10 に示すように，１点載荷による

負交番繰り返し載荷とした．試験体は図-12 に示

が 80cm，幅は地中連続壁における

形鋼の標準的な配置ピッチとして 60cm とした．

を用いた拘

挟みこみ試験体の側方変形をでき

る

③

，付着応

力

着

コ

に

着

1.

 
 

 
 
 
 
 
 
図-8 付着応力度―変位関係（コンクリート強度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 コンクリート強度と付着強度の関係 

 
 
４．曲げ性能 
 
 

明

番

部

 
験方法  

正

すように，高さ

Ｈ

支点から載荷点までの距離（せん断スパン）は

2.5m とした．なお、実際の地下壁体ではＨ形鋼が

横方向に連続的に配置されコンクリートの横方向の

ひずみが拘束されることから，角型鋼管

束治具で試験体を

だけ拘束するようにした．荷重の制御については，

降伏変位δy を基準として，10δy に至るまで 1δy，

2δy，3δy，4δy・・・と 1δy ずつ変位を大きく

し，繰り返し回数は 4δy までは 1 ステップあたり

3 サイクルとし，それ以降は 1 ステップあたり 1 サ

イクルとした．10δy 以降は 3δy ピッチで変位を

増加し，試験機の制約内で可能な限り継続した． 

なお，降伏変位δy（＝11mm）は，H型鋼フランジ部

（載荷点引張り縁）が降伏応力度（材料強度試験

値）に達した時の載荷点変位とした． 
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正負交番荷重
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断
面
高
さ
８
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cm
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cm

H598×300×12×25横方向拘束治具  

(2) 実験結果 

図-11に載荷点位置での荷重―変位関係を示すが，

変位量13δy（＝143mm，回転角0.057rad）まで載荷

しても荷重低下は生じなかった．また，変形が進ん

だ後も明瞭な紡錘型の載荷ループ形状を示し、優れ

たエネルギー吸収能を有していることが確認された．

先に行った付着実験で得られた鋼材フランジ～コン

クリート間の付 解析値と実験

果の包絡線は，初期剛性，二次勾配および耐力と

るとともに，Ｈ形鋼単体の全塑性荷

重

図-10 梁曲げ実験要領 

 

着特性を用いたＦＥＭ

結

もに良く一致す

を大きく上回っており，合成構造として期待通り

の挙動を示した。 

 

 
 
 
 
 

図-11 荷重―変位関係 

 

 

 

 

 

図-11 荷重―変位関係 

0 5 10 15 20 25 30 35 40
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0
 C5（σ

c
 ＝50N/mm2）

 C1（σ
c
 ＝35N/mm2）

 C4（σ
c
 ＝25N/mm2）

 
付
着
応
力
度
（
N

相対ズレ量(mm)

 

-4000

-150 -100 -50 0 50 100 150

載荷点変位量（mm）

/
m
m
2 ）

-3000

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

4000

荷
重
（
kN
)

試験結果 FEM解析

Ｈ形鋼単体の全塑性荷重

部材回転角（rad）

-0.06 -0.04 0.04-0.02 0.020.0 0.06

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

20 25 30 35 40 45 50 55

ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度σc（N/mm2)

最
大
付
着
応
力
度
τ
m
ax
（
N
/m
m
2)

τmax＝0.085σc＋1.526

－290－



0

00

00

00

00

00

00

00

00

-2000 -1000

 

0 10 2000

ずみ（μ）

00

ひ

500kN

1000kN

1δy（1540kN）

2δy（2070kN）

コンクリート
圧縮縁

H形鋼
ﾌﾗﾝｼﾞ

H形鋼
ウェブ

H形鋼
ﾌﾗﾝｼﾞ

12

2
5

300

5
98

8
00

600

 
図-12 断面内ひずみ分布 

 

図-12に載荷点から1000mm位置での断面内の材軸

方向のひずみ分布を示す．中立軸は試験体断面中央

より圧縮縁側に位置しており，荷重レベルが大きく

なるにつれて圧縮縁端方向に移行している．この結

果からも合成の効果が確認できる． 

 
 
５．合成壁の設計法 
 

曲げ断面照査は鋼材を鉄筋に換算したＲＣ断面と

て行う． 

ート負担分と鋼材ウェブ負

分の合計とする． 

 

面 2 次モーメント。 

する照査 

ブH形鋼へ伝達されるため，

 付着および梁曲げ実験の結果を踏まえ，合成壁の

設計法を提案した．主な点は以下の通りである． 

①内リブＨ形鋼とコンクリートとの付着に対する照

査を行う． 

②

し

③せん断耐力はコンクリ

担

④仮設時の剛性は (EI)d = 0.6 EcIc + EsIs とする．

ここに、Ec, Ic：コンクリートのヤング係数・断面

2 次モーメント、Es, Is：それぞれ内リブH形鋼のヤ

ング係数・断

 

(1) 付着に対

微小区間におけるコンクリート軸方向応力の変化

分は，付着により内リ

局所的な応答付着力度τbは(1a)式により求めること
ができる． 
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こに、V：応答せん断力，U：付着周長，∆M：照査
小距離∆x離れた断面におけ

る

(2)曲げ特性の評価 

a)断面の解析モデル 

査用の断面応力分布 

差は最大で 構造の

断面の解析モデルは、完全 よび平面保持を仮

と等を考えると，大きな

考えられる． 

分Vrdの和

と

性に対

る鉄筋の影響が小さいことから，一般にひび割れ

リート断面の剛性（0.6 EcIc）を

ることから鋼材の剛性を加えて評価する

ととする． 

こ

断面から部材軸方向に微

モーメントの増分量，∆Nc：照査断面から部材軸
方向に微小距離∆x離れた断面における断面内のコン
クリートの軸方向応力の合計の増分量． 

 

図-13 付着照

 

 図-11 に示すようにＦＥＭ解析結果と梁曲げ実験

結果が良く一致していることから，合成部材の曲げ

特性に与える付着すべりの影響を解析的に検討した．

フランジ厚やせん断スパンを種々に変動させ，付着

すべりを考慮した解析と完全付着の解析の比較を行

ったところ、付着すべりの影響は少なく降伏剛性の

も数%であった。したがって，本

付着お

定して、内リブＨ形鋼を鉄筋に換算したＲＣ断面と

してよいと考えられる． 

b)変形性能に対する設計 

 梁曲げ実験の結果より，部材回転角が 5%を超え

ても荷重－部材角曲線はエネルギー吸収のよい紡錘

形であった．また，部材回転角 5%の時点において

コンクリートの圧壊は生じているものの鉄骨の座屈

は見られなかった．Ｈ形鋼は座屈しなければ非常に

大きな部材角まで変形できること，本構造はコンク

リートが座屈を拘束するこ

変形性能は本構造の特性と

一方、地中構造物は地盤変形に追随して変形する

ため，必要な変形性能はせいぜい 1～3%程度である

ことから，通常の地盤変形に対しては本構造の変形

性能を照査する必要はないと考えられる． 

 

(3) せん断耐力 

 せん断耐力は、既往の指針1)を参考に、コンクリ

ート負担分Vcと、内リブH形鋼ウェブ負担

した。 

 

(4) 仮設時の曲げ剛性 

 ＲＣ連壁の仮設時の設計では，壁の断面剛

す

を考慮したコンク

評価することとしている2)．本構造でも基本的にコ

ンクリート断面に関しては同様の評価とするが，高

鋼材量であ

こ

 

 

 

 実際の応力分布 付着照査用応力分布 断面

∆M
 /∆

N
c 

H
s/2

 D
/4

 l a
 

Ts 

l b
 

H
s/2

 
H

s/2
 

D 

l c
 

Cs 
Nc Nc 

Ts 

－291－



 

を確認した．芯材は図-14に示すよ

に，スペーサーにより壁厚方向と延長方向の位置

固定しながら１本ずつ建て込みを行った．コンク

レミー管を挿入して打設し

．写真-3の通り，連壁の造成状況は漏水もなく大

 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真-3 壁体仕上り状況（GL-16.0m付近） 
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 内リ それ

を用い 成構

造部材 に確

認した 行っ

た上で する

簡易な 験を

い良好な結果を得たことにより，本工法を実用化

る目途を得た．  

６．施工実証実験 
 
 ＳＣ合成連壁は2003年に「中之島新線整備事業の

うち開削工事影響調査」において施工実証工事を行

い，芯材の建込みやコンクリート打設等の施工性と

連壁の造成状況

とめ 

ブＨ形鋼は粘りのある付着特性を示し，

たＳＣ合成連壁は鋼・コンクリートの合

として優れた性能を有することを実験的

．その実験結果をもとに，付着の照査を

鋼材を鉄筋に換算しＲＣ断面として設計

う

を

リートは，各芯材間にト

た

変良好で，コンクリートが十分に回り込んでいるこ

とが確認された． 

 

写真-2 現場全景 

 

 
 
 
 

設計法を提案した．さらに，施工実証実

行

す

 

図-14 芯材およびスペーサー配置 
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図-15 ＳＣ合成連壁の適用例 

 

ＳＣ合成連壁は圧延成形による経済的な合成構造

用鋼材を用い，薄い壁厚で高耐力・高剛性を発揮で

きる連壁工法であり，用地条件の厳しい都市部にお

ける大規模掘削に適している．特に，遮水壁として

連壁の根入れが長くなり，応力的に厚い壁が不要な

区間が多い場合（図-15）は壁厚削減の効果が大き

いといえる．さらに，大きな変形性能を有すること

から，地震時の地盤変形の大きな場所での本体地下

壁にも適用可 ドが

要である等，仮設ヤード確保の問題解消も可能で

あ

能である．また，鉄筋籠製作ヤー

不

る．今後，実工事への適用を図ると共に，コンク

リート打設等，更なる施工方法の改善を検討してい

きたい． 
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